
平成18年4月7日

地方公共団体における行政評価の取組状況
（平成18年１月１日現在）

〔概要〕
１．調査概要

○ 平成18年１月１日現在で、全ての都道府県、市区町村を対象に調査
○ 都道府県、政令指定都市、中核市、特例市、市区、町村の区分ごとに集計

２．行政評価の導入状況

○ 都 道 府 県 全ての団体（１団体（鳥取県）除く）
○ 政令指定都市 全ての団体
○ 中 核 市 87％の団体
○ 特 例 市 90％の団体
○ 市 区 45％の団体
○ 町 村 13％の団体

※「導入済み」でない団体（市区町村除く）
都道府県 （未導入） 鳥取県
中 核 市 （試行中） 堺市(現行の評価システムを見直し中）

（検討中） 函館市（平成17年10月に特例市から中核市に移行）、船橋市、
下関市（新設合併のため、新市として検討中）、高知市

特 例 市 （試行中） 八戸市（導入を見直し）、川口市、呉市
（検討中） 平塚市

３．評価結果の公表状況（都道府県･政令指定都市･中核市･特例市のみ調査）

※「導入済み」及び「試行中」団体のうち、評価結果を公表している団体の比率
○ 都 道 府 県 全ての団体
○ 政令指定都市 全ての団体
○ 中 核 市 91％の団体
○ 特 例 市 84％の団体

※評価結果を公表していない団体
中 核 市 富山市（新設合併のため、新市として検討中）、堺市、

東大阪市（平成17年4月より中核市）
特 例 市 八戸市、前橋市、川口市、小田原市、富士市、呉市



４．評価結果へ住民意見を反映させる仕組（都道府県･政令指定都市･中核市･特例市のみ調査）

※「導入済み」及び「試行中」団体のうち、仕組を設けている団体の比率
○ 都 道 府 県 59％の団体
○ 政令指定都市 64％の団体
○ 中 核 市 33％の団体
○ 特 例 市 21％の団体

５．評価結果の議会への報告等の状況（都道府県･政令指定都市･中核市･特例市のみ調査）

※「導入済み」及び「試行中」団体のうち、議会へ報告・説明、資料配付を行っている団体の比率
○ 都 道 府 県 議会へ報告・説明 46％の団体

資料配付 26％の団体
○ 政令指定都市 議会へ報告・説明 14％の団体

資料配付 36％の団体
○ 中 核 市 議会へ報告・説明 27％の団体

資料配付 39％の団体
○ 特 例 市 議会へ報告・説明 26％の団体

資料配付 26％の団体

６．評価結果の活用方法（都道府県･政令指定都市･中核市･特例市のみ調査）

※「導入済み」及び「試行中」団体のうち、予算要求や査定、事務事業の見直しに活用している団体の比率
○ 都 道 府 県 予算要求や査定 98％の団体

事務事業の見直 98％の団体
○ 政令指定都市 予算要求や査定 全ての団体

事務事業の見直 86％の団体
○ 中 核 市 予算要求や査定 97％の団体

事務事業の見直 97％の団体
○ 特 例 市 予算要求や査定 92％の団体

事務事業の見直 90％の団体



【２．行政評価の導入状況】

団体区分 団体数 調査対象団体数 導入割合 対前年度比

都道府県 46 47 97.9% ±0

政令指定都市 14 14 100.0% 1

中核市 32 37 86.5% ±0

特例市 35 39 89.7% 2

市区 311 694 44.8% 22

町村 161 1291 12.5% 46

合計 599 2122

【３．評価結果の公表状況】

団体区分 団体数 公表割合 対前年度比

都道府県 46 100.0% 1

政令指定都市 14 100.0% 1

中核市 30 90.9% 2

特例市 32 84.2% 3

合計 122

【４．評価結果へ住民意見を反映させる仕組】

団体区分 団体数 導入割合 対前年度比

都道府県 27 58.7% 3

政令指定都市 9 64.3% 3

中核市 11 33.3% 5

特例市 8 21.1% △3

合計 55

【５．評価結果の議会への報告等の状況】

団体数 実施割合 対前年度比 団体数 実施割合 対前年度比

都道府県 21 45.6% 2 12 26.1% 2

政令指定都市 2 14.3% ±0 5 35.7% 0

中核市 9 27.3% 1 13 39.4% 2

特例市 10 26.3% △2 10 26.3% 1

合計 42 40

【６．評価結果の活用方法】

団体数 実施割合 団体数 実施割合 団体数 実施割合 団体数 実施割合

都道府県 19 41.3% 25 56.5% 29 63.0% 16 34.8%

政令指定都市 3 21.4% 11 78.6% 7 50.0% 5 35.7%

中核市 10 30.3% 22 66.7% 17 51.5% 15 45.5%

特例市 11 28.9% 24 63.2% 20 52.6% 14 36.9%

合計 43 82 73 50

　 　

【別表】地方公共団体のおける行政評価の取組状況

団体区分

団体区分

参考資料

議会への報告・説明

直接反映 参考資料 直接反映

議会へ資料として配付

                 03-5253-5519（直通）
         内線：5519
         ＦＡＸ：03-5253-5592

予算要求や査定に活用している団体

（連絡先）自治行政局行政体制整備室
         担当：福田課長補佐、佐川係長、髙瀬
         電話：03-5253-5111（代表）

事務事業の見直しに活用している団体
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北海道　 ○ 11 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

青森県　 ○ 10 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

岩手県　 ○ 9 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

宮城県　 ○ 11 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

秋田県　 ○ 11 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

山形県　 ○ 11 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

福島県　 ○ 13 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

茨城県　 ○ 13 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

栃木県　 ○ 13 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

群馬県　 ○ 9 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

埼玉県　 ○ 10 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○  ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○

千葉県　 ○ 12 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

東京都　 ○ 13 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

神奈川県 ○ 13 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

新潟県　 ○ 13 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

富山県　 ○ 14 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

石川県　 ○ 17 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

福井県　 ○ 12 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

山梨県　 ○ 13 ○ ○ ○ ○ 　  ○  ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○

長野県　 ○ 13 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

岐阜県　 ○ 12 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

静岡県　 ○ 9 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

愛知県　 ○ 14 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

三重県　 ○ 8 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

滋賀県　 ○ 11 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

京都府　 ○ 13 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

大阪府　 ○ 11 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

兵庫県　 ○ 11 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

奈良県　 ○ 12 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

和歌山県 ○ 12 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

鳥取県　 ○

島根県　 ○ 14 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

岡山県　 ○ 10 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

広島県　 ○ 14 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

山口県　 ○ 11 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

徳島県　 ○ 14 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

香川県　 ○ 13 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

愛媛県　 ○ 13 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

高知県　 ○ 12 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

福岡県　 ○ 13 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

佐賀県　 ○ 11 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

長崎県　 ○ 13 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

熊本県　 ○ 13 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

大分県　 ○ 14 ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○  ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

宮崎県　 ○ 15 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

鹿児島県 ○ 15 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

沖縄県　 ○ 12 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

合　計 46 0 0 1 4 2 32 13 17 40 22 14 24 10 44 2 0 44 2 0 22 24 27 19 21 12 13 19 26 4 21 15 18 29 16 14 29 6 31 11 31

札幌市 ○ 11 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

仙台市 ○ 13 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

さいたま市 ○ 15 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

千葉市 ○ 13 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

横浜市 ○ 14 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

川崎市 ○ 10 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

静岡市 ○ 15 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

名古屋市 ○ 13 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

京都市 ○ 15 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

大阪市 ○ 12 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

神戸市 ○ 11 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

広島市 ○ 15 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○  ○  ○ ○

北九州市 ○ 14 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

福岡市 ○ 14 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

合　計 14 0 0 0 2 0 6 8 4 10 10 9 4 4 13 1 0 12 2 0 7 7 9 5 2 5 7 3 11 0 7 2 5 7 5 1 8 1 9 1 7

注） １．「導入状況」については、ひとつの団体で複数の評価制度がある団体は取組の進んでいる制度について計上している。
２．評価の実施根拠の　「その他」欄には、実施要領、通知、通達、方針、計画等も含まれる。             
３．「実施根拠」以降の項目は導入済の団体と試行中の団体について調査した。
４．「評価の対象」以降の項目については、予定も含まれる。
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函館市 ○

旭川市 ○ 13 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

秋田市 ○ 15 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

郡山市 ○ 16 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

いわき市 ○ 15 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

宇都宮市 ○ 13 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

川越市 ○ 15 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

船橋市 ○

横須賀市 ○ 13 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

相模原市 ○ 13 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

新潟市 ○ 15 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

富山市 ○ 17 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

金沢市 ○ 16 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

長野市 ○ 14 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

岐阜市 ○ 14 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

浜松市 ○ 13 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

豊橋市 ○ 13 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

岡崎市 ○ 15 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

豊田市 ○ 13 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

堺市 ○ 19 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

高槻市 ○ 15 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

東大阪市 ○ 16 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

姫路市 ○ 15 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○

奈良市 ○ 17 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

和歌山市 ○ 14 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

岡山市 ○ 13 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

倉敷市 ○ 14 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

福山市 ○ 15 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

下関市 ○ 18

高松市 ○ 12 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

松山市 ○ 12 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

高知市 ○

長崎市 ○ 14 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

熊本市 ○ 14 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

大分市 ○ 16 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

宮崎市 ○ 15 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

鹿児島市 ○ 16 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

合　計 32 1 4 0 2 0 10 23 6 12 13 11 17 12 23 6 4 20 9 4 12 21 11 22 9 13 11 10 22 1 16 5 18 17 15 9 15 1 22 1 23

注） １．「導入状況」については、ひとつの団体で複数の評価制度がある団体は取組の進んでいる制度について計上している。
２．評価の実施根拠の　「その他」欄には、実施要領、通知、通達、方針、計画等も含まれる。             
３．「実施根拠」以降の項目は導入済の団体と試行中の団体について調査した。
４．「評価の対象」以降の項目については、予定も含まれる。

（集計表）中核市における行政評価の取組状況（平成１８年１月１日現在）
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て
い
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予算要求・査定導
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参
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参
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事
業
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仕
分
け
を
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八戸市 ○ 未定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

盛岡市 ○ 15 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

山形市 ○ 16 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

水戸市 ○ 14 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

前橋市 ○ 12 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

高崎市 ○ 15 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

川口市 ○ 19 ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

所沢市 ○ 14 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

草加市 ○ 11 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

越谷市 ○ 17 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

平塚市 ○ 19

小田原市 ○ 16 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

茅ヶ崎市 ○ 15 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

厚木市 ○ 17 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

大和市 ○ 14 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

福井市 ○ 11 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

甲府市 ○ 11 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

松本市 ○ 14 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

沼津市 ○ 14 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

富士市 ○ 16 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

一宮市 ○ 15 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

春日井市 ○ 15 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

四日市市 ○ 14 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

大津市 ○ 14 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

岸和田市 ○ 15 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

豊中市 ○ 12 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

吹田市 ○ 14 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

枚方市 ○ 12 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

茨木市 ○ 17 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

八尾市 ○ 12 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

寝屋川市 ○ 13 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

尼崎市 ○ 13 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

明石市 ○ 13 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

加古川市 ○ 14 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

宝塚市 ○ 12 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

鳥取市 ○ 15 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

呉市 ○ 未定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

久留米市 ○ 13 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

佐世保市 ○ 14 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

合　計 35 3 1 0 3 0 10 26 6 17 19 12 12 10 24 6 8 23 8 7 12 26 8 30 10 10 18 11 24 2 15 4 16 20 14 11 21 2 31 2 19

注） １．「導入状況」については、ひとつの団体で複数の評価制度がある団体は取組の進んでいる制度について計上している。
２．評価の実施根拠の　「その他」欄には、実施要領、通知、通達、方針、計画等も含まれる。             
３．「実施根拠」以降の項目は導入済の団体と試行中の団体について調査した。
４．「評価の対象」以降の項目については、予定も含まれる。
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（集計表）特例市における行政評価の取組状況について（平成１８年１月１日現在）
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う
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営
企
業
会

計
事
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含
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北海道　 （31） 19 5 5 0 0 6 4 7 10 8 13 4 13 2 9
青森県　 （9） 4 0 5 0 0 1 0 2 3 3 1 1 2 1 1
岩手県　 （13） 6 3 4 0 1 2 1 2 6 5 3 2 1 1 7
宮城県　 （12） 5 1 6 0 0 4 1 2 1 1 5 4 2 0 4
秋田県　 （12） 2 1 8 0 1 0 0 0 2 2 1 1 0 1 2
山形県　 （12） 4 2 6 0 0 4 0 0 2 3 3 1 1 3 2
福島県　 （10） 4 2 3 0 0 4 1 3 2 0 4 3 2 2 2
茨城県　 （29） 11 6 8 0 1 2 2 6 6 4 11 3 6 1 10
栃木県　 （13） 8 1 4 0 0 3 5 6 4 4 5 5 5 1 3
群馬県　 （9） 3 2 4 0 0 1 0 1 0 0 4 2 1 0 4
埼玉県　 （34） 15 12 7 1 1 5 5 11 12 7 15 13 9 4 14
千葉県　 （32） 15 4 11 0 1 3 5 7 10 8 9 7 8 5 6
東京都　 （26） 22 4 0 0 1 12 6 12 14 5 11 9 18 1 8
  特別区 （23） 23 0 0 2 0 10 6 18 15 2 8 1 19 1 3
神奈川県 （10） 9 1 0 1 0 4 3 5 2 0 8 5 6 1 3
新潟県　 （19） 8 4 7 1 0 1 2 3 5 5 7 4 4 3 5
富山県　 （9） 1 2 6 0 0 2 1 2 1 1 2 2 1 0 2
石川県　 （9） 3 1 5 1 0 2 0 1 0 0 4 1 1 1 2
福井県　 （7） 4 1 2 0 0 2 1 2 1 0 3 3 3 0 2
山梨県　 （11） 4 1 6 0 0 5 1 1 3 2 2 0 2 0 3
長野県　 （17） 10 3 4 0 0 3 2 5 3 2 8 7 6 3 4
岐阜県　 （20） 9 4 7 0 0 2 3 6 6 5 6 4 4 3 6
静岡県　 （19） 7 3 9 0 1 2 1 4 5 3 5 5 3 3 4
愛知県　 （27） 20 2 5 0 0 7 3 6 13 10 9 7 14 4 4
三重県　 （13） 5 3 5 0 0 2 0 1 4 4 3 2 4 0 4
滋賀県　 （12） 6 1 5 0 0 2 1 2 4 4 3 0 3 1 3
京都府　 （13） 7 3 3 0 0 2 0 1 2 1 8 6 4 1 5
大阪府　 （22） 17 0 5 0 0 5 0 4 8 4 8 3 9 5 3
兵庫県　 （22） 8 3 10 1 0 3 1 1 5 2 7 1 4 1 6
奈良県　 （11） 4 1 6 0 0 0 1 2 2 0 3 1 2 0 3
和歌山県 （7） 0 1 6 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 1
鳥取県　 （3） 1 1 1 0 0 1 0 0 1 1 1 0 1 0 1
島根県　 （8） 1 4 3 0 0 3 1 1 0 0 3 0 3 0 2
岡山県　 （12） 6 1 4 1 0 1 0 2 3 3 4 2 1 3 3
広島県　 （12） 3 2 7 0 0 4 0 1 0 0 4 2 2 1 2
山口県　 （12） 3 1 8 0 0 1 0 0 2 1 2 0 2 0 2
徳島県　 （7） 1 3 2 0 0 1 0 1 1 0 3 1 1 0 3
香川県　 （7） 0 0 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
愛媛県　 （10） 1 1 8 0 0 1 0 0 1 0 1 0 1 0 1
高知県　 （8） 2 1 5 0 0 2 0 0 0 0 3 2 0 0 3
福岡県　 （23） 9 2 12 0 0 4 4 7 4 4 7 7 2 4 5
佐賀県　 （9） 4 0 5 0 0 1 0 1 3 1 1 0 2 2 0
長崎県　 （10） 2 3 5 0 0 1 0 1 2 2 3 2 2 0 3
熊本県　 （13） 3 0 8 0 0 0 0 0 1 0 2 1 0 1 2
大分県　 （12） 1 2 9 0 0 2 1 2 0 0 3 2 1 1 0
宮崎県　 （8） 4 1 3 0 1 2 3 3 4 2 1 1 2 0 3
鹿児島県 （16） 2 2 12 0 0 1 0 0 1 1 3 2 2 1 1
沖縄県　 （11） 5 0 6 0 0 1 0 1 3 2 2 2 2 2 1
合　　計 （694） 311 101 267 8 8 127 65 143 177 112 223 132 181 64 167

注） １．「導入状況」については、ひとつの団体で複数の評価制度がある団体は取組の進んでいる制度
　　について計上している。
２．評価の実施根拠の　「その他」欄には、実施要領、通知、通達、方針、計画等も含まれる。             
３．「実施根拠」以降の項目は導入済の団体と試行中の団体について調査した。
４．「評価の対象」以降の項目については、予定も含まれる。
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業
会

計
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北海道　 （162） 48 8 81 2 2 20 7 11 37 23 19 9 23 9 24
青森県　 （33） 2 0 24 0 1 0 0 0 2 1 0 0 0 0 2
岩手県　 （27） 5 2 18 0 0 4 2 4 4 3 4 4 2 0 5
宮城県　 （30） 6 5 17 0 0 5 0 0 5 4 5 2 1 1 9
秋田県　 （16） 1 0 5 0 0 1 0 0 1 0 0 0 0 0 1
山形県　 （22） 7 2 13 0 0 2 2 4 5 3 3 0 1 2 6
福島県　 （56） 11 4 29 0 2 11 0 2 6 4 9 5 4 1 10
茨城県　 （20） 3 1 13 0 0 2 0 0 1 1 3 1 1 2 1
栃木県　 （25） 2 1 20 1 0 1 0 2 0 0 3 2 1 1 1
群馬県　 （42） 2 2 30 0 0 1 0 1 3 2 0 0 2 0 2
埼玉県　 （33） 4 4 20 0 0 3 0 4 5 5 3 1 2 4 2
千葉県　 （38） 3 1 23 0 0 1 1 1 1 1 3 2 1 0 3
東京都　 （13） 1 1 6 0 0 2 0 0 0 0 2 0 0 0 2
神奈川県 （18） 3 8 3 1 0 1 1 2 4 3 7 2 3 2 6
新潟県　 （17） 2 2 6 0 0 1 0 0 1 1 3 2 0 1 3
富山県　 （6） 0 1 4 0 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1
石川県　 （10） 0 0 8 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
福井県　 （18） 2 0 11 0 0 1 0 0 0 0 2 2 0 0 2
山梨県　 （22） 3 1 16 1 0 2 1 2 2 2 1 0 0 0 4
長野県　 （67） 7 6 50 0 1 2 1 6 5 5 8 6 5 0 8
岐阜県　 （24） 0 1 19 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 1
静岡県　 （20） 4 2 14 0 0 0 0 0 2 1 4 3 2 1 3
愛知県　 （33） 5 4 14 0 0 2 0 2 5 3 4 2 3 2 4
三重県　 （17） 2 2 12 0 0 0 1 2 1 0 2 0 2 0 2
滋賀県　 （17） 1 1 14 0 0 1 0 0 2 2 0 0 0 1 1
京都府　 （16） 2 0 9 0 0 1 0 0 0 0 1 0 1 1 0
大阪府　 （10） 4 1 4 0 0 2 0 1 4 3 1 0 3 1 1
兵庫県　 （20） 4 1 12 0 1 1 1 1 4 1 1 0 2 0 3
奈良県　 （27） 1 2 21 0 0 1 0 0 2 1 1 0 0 0 3
和歌山県 （24） 1 1 15 0 0 2 0 0 2 0 0 0 1 0 1
鳥取県　 （15） 2 0 9 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 2
島根県　 （13） 2 0 10 0 0 2 0 0 1 0 1 0 0 0 2
岡山県　 （18） 0 1 13 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 1
広島県　 （11） 0 0 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
山口県　 （16） 1 0 14 0 0 0 1 1 1 1 0 0 0 1 0
徳島県　 （28） 0 1 18 0 1 1 0 0 0 0 1 0 0 0 1
香川県　 （18） 1 0 8 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1
愛媛県　 （9） 0 0 9 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
高知県　 （35） 3 2 21 0 0 2 0 0 2 1 3 3 0 1 4
福岡県　 （58） 4 1 35 1 0 2 0 1 3 3 2 2 2 1 2
佐賀県　 （20） 2 0 16 1 1 2 0 0 2 2 0 0 0 0 2
長崎県　 （21） 3 1 14 0 0 2 0 0 3 1 1 1 1 0 3
熊本県　 （45） 6 7 20 0 0 4 0 1 6 4 7 4 0 3 10
大分県　 （8） 0 0 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
宮崎県　 （26） 1 0 18 0 0 1 0 0 0 0 1 1 0 0 1
鹿児島県 （37） 0 1 31 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1
沖縄県　 （30） 0 0 28 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
合計 （1291） 161 78 805 7 9 86 18 49 125 82 109 55 63 35 141

注） １．「導入状況」については、ひとつの団体で複数の評価制度がある団体は取組の進んでいる制度
　　について計上している。
２．評価の実施根拠の　「その他」欄には、実施要領、通知、通達、方針、計画等も含まれる。             
３．「実施根拠」以降の項目は導入済の団体と試行中の団体について調査した。
４．「評価の対象」以降の項目については、予定も含まれる。
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平成18年1月1日現在

＜グラフ＞　市区（指定都市・中核市・特例市を除く）における行政評価の取組状況

44.8%

45.5%

12.5%

50.0%

8.3%

23.1%

20.0%

44.4%

39.1%

25.0%

10.0%

14.3%

25.0%

25.0%

50.0%

12.5%

33.4%

36.4%

77.3%

53.8%

50.0%

38.5%

74.1%

36.8%

45.0%

58.9%

36.4%

57.1%

33.3%

11.1%

42.1%

90.0%

100.0%

84.6%

46.9%

44.1%

33.3%

61.5%

37.9%

40.0%

33.3%

16.7%

41.7%

46.1%

44.4%

61.3%

14.5%

12.5%

8.7%

12.5%

10.0%

8.3%

8.4%

33.3%

9.1%

13.6%

8.3%

23.0%

7.4%

15.8%

20.0%

17.6%

14.3%

22.2%

10.0%

15.4%

12.5%

35.3%

22.2%

7.7%

20.0%

16.7%

8.3%

23.1%

16.1%

38.5%

54.5%

75.0%

37.5%

75.0%

61.5%

50.0%

55.6%

62.5%

80.0%

100.0%

28.6%

66.7%

33.3%

37.5%

33.3%

85.7%

54.5%

45.5%

41.7%

38.5%

18.5%

47.4%

35.0%

23.5%

54.5%

28.6%

55.6%

66.7%

36.8%

34.4%

20.6%

44.5%

30.8%

27.6%

30.0%

50.0%

66.7%

50.0%

30.8%

55.6%

16.1%

36.4%

21.1%

9.1%

23.1%

50.0%

42.8%

30.0%

16.7%

20.7%

8.3%

11.1%

14.3%

12.5%

16.7%

34.1%

44.2%

46.5%

49.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

合計

沖縄県　

鹿児島県

宮崎県　

大分県　

熊本県　

長崎県　

佐賀県　

福岡県　

高知県　

愛媛県　

香川県　

徳島県　

山口県　

広島県　

岡山県　

島根県　

鳥取県　

和歌山県

奈良県　

兵庫県　

大阪府　

京都府　

滋賀県　

三重県　

愛知県　

静岡県　

岐阜県　

長野県　

山梨県　

福井県　

石川県　

富山県　

新潟県　

神奈川県

  特別区

東京都　

千葉県　

埼玉県　

群馬県　

栃木県　

茨城県　

福島県　

山形県　

秋田県　

宮城県　

岩手県　

青森県　

北海道　

導入済

試行中

検討中



平成18年1月1日現在

＜グラフ＞　町村における行政評価の取組状況
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20.0%

40.0%

12.5%

5.9%

11.8%

15.2%

20.0%

10.4%

13.6%

11.1%

11.8%

16.7%

7.7%

7.9%

12.1%

4.8%

8.0%

15.0%

19.7%

31.8%

6.3%

20.0%

18.5%

6.1%

29.6%

6.0%

15.6%

5.7%

5.6%

7.4%

5.0%

10.0%

5.9%

11.8%

12.1%

10.0%

9.0%

16.7%

44.4%

7.7%

12.1%

4.8%

4.0%

5.0%

9.1%

16.7%

5.0%

62.4%

93.3%

83.8%

69.2%

37.5%

44.4%

66.7%

80.0%

60.0%

100.0%

44.4%

64.3%

87.5%

72.2%

76.9%

60.0%

62.5%

77.8%

60.0%

82.3%

70.5%

42.4%

70.0%

79.1%

74.6%

72.7%

61.1%

80.0%

66.6%

35.3%

46.1%

60.5%

60.6%

71.4%

80.0%

65.0%

51.8%

59.1%

31.2%

56.6%

66.7%

72.7%

50.0%

3.7%

2.7%

1.7%

4.2%

2.7%

4.1%

7.4%

7.1%

4.7%

3.6%

4.6%

11.7%

40.0%

49.5%

46.5%

44.2%

34.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

合　 計   56.2

沖縄県   58.5

鹿児島県   39.0

宮崎県   54.3

大分県   29.8

熊本県   54.7

長崎県   73.8

佐賀県   38.1

福岡県   45.8

高知県   54.4

愛媛県   26.0

香川県   46.7

徳島県   43.5

山口県   40.0

広島県   29.4

岡山県   45.6

島根県   60.8

鳥取県   34.3

和歌山県   55.8

奈良県   37.8

兵庫県   58.1

大阪府   63.6

京都府   53.8

滋賀県   83.3

三重県   55.8

愛知県   52.7

静岡県   89.4

岐阜県   51.7

長野県   74.7

山梨県   79.2

福井県   53.8

石川県   36.7

富山県   61.5

新潟県   62.3

神奈川県   77.8

東京都   46.2

千葉県   41.3

埼玉県   55.1

群馬県   58.6

栃木県   83.8

茨城県   16.4

福島県   70.0

山形県   87.1

秋田県   31.7

宮城県   81.4

岩手県   95.6

青森県   46.6

北海道   72.5

導入済

試行中

検討中
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